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「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の策定  

02005年、人口減少社会が到来し、出生数は106万人、合計特殊出生率は1・26と、いずれも   
過去最低を記録  

○将来推計人口（平成18年12月推計）によると、今後、一層少子・高齢化が進むとの見通し  

○結婚、出生行動に対する国民の希望が一定程度叶えば、合計特殊出生率は1・75程度まで改  
善される余地  

本」重点戦略の策定  「子どもと家族を応援する日   

○基本的な考え方：「すべての子ども、すべての家族を大切に」  

2030年以降の若年人口の大幅な減少を視野に入れ、本格的に少子化に対抗するため、制度働  
計意識改革など、あらゆる観点からの効果的な対策の再構築・実行を図り、  
t r結婚したいけどできない」という若い人、「子どもを生みたいが蹟躇する」という若い家族を支え、  

・どのような厳しい状況に置かれていても、 この社会に生まれたすべての子どもたちが希望を持って  

人生を歩んでいけるよう、  

すべての子ども、すべての家族を、世代を超えて国民みなで支援する国民総参加の子育てに優し  
い社会づくりを目指す。   



重点戦略の検討体制とスケジュール  

少子化社会対策会議（会長‥内閣総理大臣、全閣僚で構成）  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議  

（議長：内閣官房長官、関係閣僚9名と有識者7名で構成）  
関係閣僚：官房長官、少子化担当大臣、経済財政政策担当大臣、総務大臣、  

財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣、国土交通大臣  

基本戦略分科会  働き方の改革分科会  地域・家族の再生分科会  点検■評価分科会  

・家族が共に過ごす時間が持てる  

ワークライフバランス、子育てしな  

がら働き続けられる多様で柔軟  

な働き方の実現  

・若者の社会的・経済的自立を支  

援し、能力・才能を高めていくた  

めの人材力強化  

・社会的責任を果たす企業の取組  

の促進と意識改革 等   

・子育て家庭を支える地域づくり（孤  

立化防止、地域の子育て支援拠点  

の整備、意識改革など）  

・働き方の改革に対応した子育て支  

援サービスの見直し  

・児童虐待対策、母子家庭■要援護  

児童支援など、困難な状況にある  

家族や子どもを支える地域の取組  

強化  等   

イ少子化社会対策大綱」、「子ど  

も・子育て応援プラン」、地方公共  

団体、事業主の次世代育成支援  
に係る行動計画のフォローアップ、  

運用改善  

・行動計画の数値目標（都道府県、  
市町村）見直しに向けた検討  

等  

・経済支援の在り方（子育て支  

援税制・現金給付）  

・働き方の改革を踏まえた子育  

て期の所得保障の在り方  

・子育て支援策の財源  

■静」度的枠組みの再構築  

等  

平成19年2月に発足、3月から5月にかけて各分科会を3～5回開催  
1＝」こ毎払少一土コー  

平成19年6月に「重点戦略の策定に向けての基本的な考え方」を中間報告   
経済財政諮問会議に報告し、基本方針（骨太の方針）2007に反映  

ー＝＝土毎麗壷J声－  

具体的施策についての検討を進め、税制改正等の議論も見極めつつ、  
19年末を目途に重点戦略の全体像のとりまとめ   



「重点戦略の策定に向けての基本的な考え方」  

（中間報告）の全体像  

中間報告の位置付け：重点戦略策定に向けての基本的な考え方を中間的に整理したもの。  
今後、19年末を目途に、具体的施策についての検討を進め、税制改正  
等の議論を見極めつつ、重点戦略の全体像をとりまとめ  

1基本認識  
○更なる少子化の進行とその原因一背景  

○今後の人口構造の変化を展望した戦略的対応の必要性  

○ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）実現の重要性  

2 諸外国の家族政策の教訓、これまでの我が国の少子化対策の評価と課題  

○近年の諸外国の家族政策の基本方向の分析・評価  

○我が国の少子化対策の課題  

3 重点戦略策定の方向性  

○働き方の改革によるワーク・ライフ・バランスの実現  

○包括的な次世代育成支援の制度的枠組みの構築  

○税制・他の社会保障制度での対応を含めた総合的な対応  

○地域の実情に応じた施策展開  

○少子化対策への効果的な財政投入  

○施策の実効性の担保一効果的かつ計画的な施策の遂行   



「経済財政改革の基本方針2007」に盛り込まれた  

少子化対策の推進（重点戦略の策定）の基本的な考え方  

働き方の改革による  
○動力確保と、  

結婚や出産に関する国民の希望の実現による出生率回復の要請  

○これらを同時に満たすため、「憲章」及び「行動指針」を策定し、社会全体で、   
ワークうイブ・バランスを推進  

03歳未満児に対する家庭的保育（保育ママ）を含めた多様で弾力的な保育   

サービスの拡充、地域の子育て支援サービスの面的整備を進めるなど、多様   
な働き方・ライフスタイルに対応  

○育児休業から保育への円滑な移行など利用者本位の切れ目のない支援を提   

供できる包括的な制度的枠組みを構築  

○児童虐待や障害など困難な状況にある子どもや家族に対する支援を強化  

○利用者の視点に立って施策の有効性を点検評価するための手法を開発  

○数値目標の見直しを含む「子どもヰ育て応援プラン」の改定等を進め、効果的   
かつ計画的に施策を遂行  

○有効な少子化対策の実施のためには、一定規模の効果的な財政投入の検討   
も必要、税制改革や社会保障制度改革の中で総合的に検討を進める必要  

○次世代の負担によって費用を賄うことのないよう、現時点で手当  
○個別施策の実効性や現物給付現金給付のバランスに配慮しつつ、実効ある   

持続可能な家族政策のための財源規模や負担の在り方について、税制改革   
の議論と並行して国民的議論   

ワーク■ライフリベラ   

ンスの推進  

包括的な次世代  

育成支援の制度的  

な枠組みの構築  
A  

施策の有効性の   

点検・評価  

少子化対策の  

財源の検討  



包括的な次世代育成支援の制度的枠組みの構築  

多様で弾力的な   

保育サービス  

家庭的保育（保育ママ）  

の充実、仕組みの検討  
事業所内保育施設の  

地域での活用  

地域子育て支援の  

基本メニューの面的な展開  

①すべての子育て家庭に対する「全戸訪問」  

②子育て中の誰もが利用できる「地域子育て支援拠点」  

③専業主婦（夫）や育児休業中の者のニーズにも対応す   

る「一時預かり」  

④特に困難な状況を抱える家庭に対する「訪問支援」な   

どの継続的な支援  

保育  軒における  

保育  

事業所内保育施設  

ファミリー・サポート・センター  

児童虐待や障害など特に困難な状況にある子どもや家族を支える地域の取組の強化   
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児童虐待防止法及び児童福祉法の一部を改正する法律（概要）   

前回（平成16年）の改正法附則の見直し規定を踏まえ、児童虐待防止対策の強化を図  

る観点から、児童の安全確認等のための立入調査等の強化、保護者に対する面会・通信  

等の制限の強化等を図るための所要の見直しを行う。（平成20年4月施行）  

1 児童の安全確認等のための立入調査等の強化   

○ 児童相談所等は、虐待通報を受けたときは、速や力＼に安全確認のための措置を講  

ずるものとすること。   

○ 市町村等は、立入調査又は一時保護の実施が適当であると判断した場合には、そ  

の旨を児童相談所長等に通知するものとすること。   

○ 児童虐待のおそれのある保護者に対する都道府県矢口事による出頭要求を制度化す  

ること。   

○ 従来の立入調査のスキームに加え、都道府県知事が立入調査を実施し、かつ、重  

ねての出頭要求を行っても、保護者がこれに応じない場合に限り、裁判所の許可状  

を得た上で、解錠等を伴う立入調査を可能とすること。   

○ 立入調査を拒否した者に対する罰金の額を引き上げるものとすること。（30万円  

以下→50万円以下）   

2 保護者に対する面会・通信等の制限の強化   

○ 一時保護及び保護者の同意による施設入所の問も、児童相談所長等が保護者に対  

して面会・通信等を制限できるようにすること。   

○ 裁判所の承認を得て強制的な施設入所措置を行った場合であって、特に必要があ  

るときは、都道府県知事は、保護者に対し、児童へのつきまといや児童の居場所付  

近でのはいかいを禁止できることとし、当該禁止命令の違反につき罰則を設ける  

こと。   

3 保護者に対する指導に従わない場合の措置の明確化   

○ 児童虐待を行った保護者に対する指導に係る都道府県知事の勧告に従わなかった  

場合には、一時保護、施設入所措置その他の必要な措置を講ずるものとすること。   

○ 施設入所等の措置を解除しようとする際には、保護者に対する指導の効果等を勘  

案するものとすること。  

4 その他  

○ 法律の目的に、「児童の権利利益の擁護に資すること」を明記すること。  

○ 国及び地方公共団体は、重大な児童虐待事例の分析を行うこととすること。  

○ 地方公共団体は、要保護児童対策地域協議会の設置に努めなければならないもの   

とすること。  

など  
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児童の安全確認・保護のプロセス  

⊂］は新たな制度  

：          家   庭  

知事の出頭要求  

■■■   
■t■■■■■  ■  ●■＝＝■■■■■  

■  

くコ  ； 警察の援助  
■ ◆■■＝1■■■■■■■■■＝■■＝＝◆   





児童虐待防止対策の強化について  

法改正による対応   法改正以外による対応（○：予算等 ●：運用見直し）   

○生後4か月までの全戸訪問事業（「こんにちは赤ちやん  
発生予防  事業」）の創設  

○地域子育て支援拠点の拡充   

【安全確認等の強化】   【通告棄眉．安全確認等の基本ルールの徹底】  
一 虐待通報を受けた際の児童相談所等の安全確認の義務化  ● 虐待情掛ま全て通告として受理・記録し、緊急受理会議を  
・市町村等が立入調査・一時保護の実施が適当と判断した  開催する旨を徹底  

場合の児童相談所長等への通知を制度化   ● 48時間以内に直接目視での安全確認を実施するよう  
・安全確認に関する保護者に対する出頭要求の制度化   ルール化  

立入調査を拒否、かつ、重ねての出頭要求に応じない  ● きょうだい事例はハイリスクケースとして、積極的対応を  
場合の開錠等を伴う立入調査の創設   講じる旨を明確化  

・立入調査拒否の罰金額引き上げ（30万円以下→50万円以下）  ● 児童相談所が担当する在宅虐待事例は全て定期的に状況を  

早期発見  

を義務化  【児童相談所の体瀾整備】  
早期対応  ○児童福祉司の充実（人口170万人規模で25人→28人）  

○一時保護所の充実（一時保護施設等緊急整備計画）  

【市町村の機能強化］  【市町村の機能強化】  

・要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネット  ○ 都道府県が児童相談所OB等を地域協議会へ派遣・配置  
ワーク）設置の努力義務化  ○地域協議会の機能強化等のための地方財政措置の充実  

【情報共有の徹底】  

【情報共有の徹底】  ●児童相談所による地域協議会への必要な情報提供の義務化  
地方公共団体間で児童虐待に関連する必要な情報を利用  ● 地域協議会において、全ての虐待事例の進行管理台帳を作  

提供できる旨を明確化   成し、状況等を定期に確認する仕組みを導入   

【面会通信制隈等の強化】   【施設退所後の支援】  

保護者への面会通信制限を一時保護等にも拡大   ○ 施設を退所する児童の就職、住居の賃借の際の施設長に  
強制入所措置を行った場合の保護者に対する児童への  

接近禁止命令（罰則付き）の創設  

【保護者が指導に従わない場合の措置の明確化】  
保護一支援                保護者指導に係る勧告に従わない場合において、一時  

保護、施設入所措置、親権喪失宣告の請求等を行うことを  
明確化  

【児童相談所長による親権の行使］  
児童相談所長が、未成年後見人が選任される等までの間、  

親権を行使できる制度を創設   
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子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（概要）  
社会保障審議会児童部会  

児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会  

第3次報告（平成19年6月22日）  

⊂人〉   














